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金大中政権における「現代化」と社会政策：

福祉政策とジェンダー政策に見る自覚と現実の間

学位論文内容の要旨

  「国民のための大統領」として国民が期待を寄せた金大中大統領は、新政権成立後、「国民の政
府」というスローガンのもとで政権を維持していった。しかし、この新政権は、発足直前に韓国
でも最悪な金融危機に直面し、成立と同時にIMFの支援を要求せざるを得なかった。この時期、
労働市場の改革というIMF‾の条件や多くの中小企業が破綻した結果、失業率は急増し、ホームレ
スはソウル市内の様々なところにあふれ、社会の雰囲気や秩序は、乱れるー方であった。こうい
った状況を招いた金泳三政権に対する市民の不満や怒り頂点に達し、金大中政権は、このような
状況を代えてくれるのではないかという期待を一身に背負ってしまうこととなる。そして、IMF
の支援は、国を救済する唯ーの手段ではあったが、その条件は「外圧」とみなされ、市民の不満
は納まらなかった。
  金大中は、まさに経済危機で打撃を受けた社会的弱者（低所得者層、女性、中小零細企業、不
安定職業層）の保護を堅く約束したが、また同様に、極めて重要な課題である経済面の再編に直
面した。大統領就任後、IMF．管理体制のもので市場志向の金融改革や企業改革が進められた中、
これらとともに社会福祉のすべての分野で改革を進めていったのである。とりわけ、1）国民皆
年金の達成、2）連帯主義的な医療保険統合、3）権利性を明確にした国民基礎生活保護法の制
定は、画期的なものであったことを本稿でも述べた。そこで執筆者が本稿で注目したのは、「財閥
改革」や「金融改革」ではなく、むしろ同時に打ち出された「真の豊かさ」を推進するため、ま
た韓国を「真のOECD国家」または「先進国」にするためのいわゆる「New Politics．現代化」
政策である。その政策の中でも、得にジェンダーと福祉政策に焦点を置いている。ここに焦点を
置いた理由は、韓国政治の中でも、とりわけ経済格差が深刻化する上で、その問題に対する平等
な分配と国民の福利の拡大、そして社会平等を促進することが重要な点だと考える。
  もうひとつ本稿で注目し新たに提示するのは、IMFと金大中政権との関係である。韓国政治に
おける「IMF時代」がどういう意味をもったのか、また「IMF時代」をどう説明・納得していっ
たのか、この点について説明を加えていくことによって、金大中政権の全体像が見えることと、
また金大中が促進した政策の意図が見えるのではないかという確信があり、それを説明しようと
試みた。具体的に、IMF支援を受けるようになる金大中政権は、ー方でIMFが合意文書に強調
した金融政策や財閥改革などは、IMFの指示通り行っていたのに対して、他方で、福祉、ジェン
ダーを含む社会政策に関するIMFの提案に対しては、IMF以上のものを推進して行き、韓国の
人々を納得させるように、社会政策を訴えてきて、国内におけるIMF介入に関して、ある程度パ
ランスを取っていったということが、金大中政権の最大の特徴であったと執筆者は本稿で主張し
たい。
  したがって、金大中の戦略を説明するための分析枠組みとして従来の福祉政治論や制度論では、
説明しきれない部分があり、第1章では、従来の研究をまとめた上で、金大中政権の社会政策の
改革につしゝて「言説制度論」が持つ可能性について述べ、金大中政権の社会政策の改革と政権の
正当化を韓国特有の現象ではなく、より一般化した現象であることを確認し、「言説制度論」の分
析枠組みを用いる。



  第2章では、韓国における社会政策の決定過程の特徴とバターンを、1960年代以降からIMF
危機以前までを年代順に沿って、韓国の社会政策を具体的なデータに基づいて分析をし、金大中
を推進した社会政策の改革がどのように画期的であったかを、それ以前の政権と比較することに
よって浮き彫りにすることを試みる。
  金大中は、彼の演説で「民主主義・市場経済・生産的福祉の均衡的発展」を目指すことを新た
な理念とし、その際、生産的福祉は「民主主義の実質的完成」と「市場経済の持続的発展」のた
めに必要であると述べ、また、「すべての国民が人間的尊厳性と自尊心を維持できるように、基礎
的な生活を保護すると同時に、自立的かつ主体的に経済・社会活動に参与することができる機会
を拡大し、分配平等性を高めることによって生活の質を向上させて、社会発展を追求する国政理
念」と述べている。こういった金大中大統領の「生産的福祉」理念のもとで、福祉やジェンダー
政策といった社会政策の大幅な改革が極めて重要な位置を占めた。第3章では、こういった金大
中のピジョンと思想的背景を彼の著書や演説などを材用により具体的に分析することを試みる。
  金大中政権において、ジェンダー政策と福祉政策の改革は、重視され、また急速に行われてき
たことを第4章と第5章で分析し、説明を加える。改革の結果ニジェンダー政策の面では、女性
の政治参加、男女雇用の平等の強化、そして社会保障制度面では、より包括的なセイフテイー・
ネットの構築などといった成果をあげたことも本稿で述べている。本稿では、こういった制度の
ある種の規範的モデルを提示したかったのではなく、むしろどのような過程で政策が形成され、
どういった結果をもたらし、社会にどういった影響を与えたかたという点に着目したのである。
金泳三政権やそれ以前の政権における経済・開発優先路線が重要視されてきた一方で、なぜ金大
中政権において、社会政策の改革が行われ最重要課題とされたかという問題に対して執筆者なり
の説明や分析を加えたいと考える。
  最後に、本稿では、修士論文のころから継続して取り組んできた民主主義や民主主義の定着
(consolidation to democracies)との関連としても説明を加えることを試みた。序論でも述べた
ように、1987年の6.29民主化宣言をきっかけに同年12月16日始めて公正な大統領選挙が実現
した。1980年代の民主化運動の性格は、いわゆる「手続き民主主義」または「政治的民主主義」
の達成に位置っけられるが、しかし、それ以前に行われた民主化運動は、もうひとつの性格をも
っており、それは、修士論文でも述べたように、カトリック団体のような、いわゆる「実質的民
主主義」または「平等主義的民主主義」の達成の試みである。1980年代民主化以降は、「手続き
的民主主義」は実現したものの、「実質的民主主義」の面では、経済成長の名の下で「パイを平等
に分ける」というよりは、「できるだけパイを大きくする」という点が強調されてきた。こういっ
た経済重視の政策がもたらしーつの結果が金融危機であった。金融危機は、「人間の本当の豊かさ」
「社会的平等」などといった概念を改めて認識する大きなきっかけとなった。そして、金大中自
身は、長年の在野活動でもとりわけ重視していた平等の理念は、社会政策の改革に踏み込んだー
つの要因であった。金大中の改革は、執筆者の長年の関心である「実質的民主主義」を強化する
重要なファクターでもあることを述べる。(2829字）
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金大中政権における「現代化」と社会政策：

福祉政策とジェンダー政策に見る自覚と現実の間

  本論文は、「生産的福祉」論に代表されるような金大中政権の社会政策を、言説制度論な

どに基づきながら検討し、その政策の下でIMFによる外圧を利用しながらその提示条件以

上の内容が実現されていく姿を描き出す。金政権による社会政策は、筆者が修士論文以来

取り組んできた韓国における民主主義や民主主義の定着(consolidation to democracies)

という課題において、「実質的民主主義Jの実現へ向けての重要な過程として位置づけられ

ている。

  周知の通り、金大中大統領は、「国民のための大統領」として国民の期待を背負い、「国

民の政府」というスローガンのもとで政権を維持しようとした；しかし、この新政権は、

アジア金融危機に直面することになった。このため失業率は急増、社会不安が増した。金

政権はIMFに支援を要請した。IMFは韓国側に、金融・経済改革とともに、社会政策に

ついても数多くの改革条件を提示した。金大統領は、このIMFからの条件を参照して、金

融・経済改革を断行しつつ、同時にその金融危機で打撃を受けた社会的弱者（低所得者層、

女性、中小零細企業、不安定職業層）の保護をおこなわねぱならなかった。その後．、金政

権は、国民皆年金の達成、連帯主義的な医療保険統合、権利性を明確にした国民基礎生活

保護法などの制定を実現する。

  本稿は、この一連の社会政策に着目する。そして、「New Politics．現代化」政策、とり

わけその中心に据えられたジェンダーと福祉政策に焦点を置く。これらの政策は、「真の豊

かさ」を推進するため、また韓国を「真のOECD国家」または「先進国」にするためにお

こなうと説明されながら遂行された。また本稿は、IMFと金大中政権との関係にも着目し、

韓国政治において「IMF時代」がいかなる意味をもち、「IMF時代」をいかに説明し、納

得していったのか、ということを論じようとする。方法論としては、言説制度論に依拠し

つつ、資料としては韓国の政府公刊資料や統計資料、あるいは金大中の講演記録などを用

いている。そして、検討の結果、金政権下で実施された社会政策が、韓国の社会政策の過

程からみても画期的なものであったこと、またこれらがIMFの提示した条件以上の内容で
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あり、それが大統領としての金大中のりーダシップ、言説の中で実現されていくことを明

らかにする。以下、簡単に本稿の内容を紹介したぃ。

  第一章「新興工業国における社会政策」では、東アジアの福祉国家論の概要が述べられ

るとともに、言説政治という方法論の可能性が述べられる。第2章「韓国における社会政

策決定過程の歴史的考察」では、韓国における社会政策の決定過程の特徴とパターンを、

1960年代以降からIMF危機以前までについて時系列的に説明する。ここでは金大中の社

会政策の画期性が浮き彫りにされる。金大中は、新たな政治理念として、「民主主義・市場

経済・生産的福祉の均衡的発展」を目指すことを掲げ、生産的福祉が「民主主義の実質的

完成」と「市場経済の持続的発展」のために必要であるとされた。この生産的福祉は、「す

べての国民が人間的尊厳性と自尊心を維持できるように、基礎的な生活を保護すると同時

に、自立的かっ主体的に経済・社会活動に参与することができる機会を拡大し、分配平等

性を高めることによって生活の質を向上させて、社会発展を追求する国政理念」とされる。

そして、この「生産的福祉」理念のもとで、福祉やジェンダー政策といった社会政策が重

要な位置を占めるものとされたのであった。第3章「金大中政権の福祉政策拡大の試み」

では、金大中の政策ヴィジョンと思想的背景が分析される。ここでは、現在のノムヒョン

政権にも継承されるような市民参加や社会政策の内容などが、大統領就任以前から形成さ

れていたことが明らかにされる。第4章「金大中政権におけるジェンダー政策の分析」、第

5章「金大中政権の福祉政策の分析」では、より具体的な政策内容と社会の反応などが紹

介される。ジェンダー政策の面では、女性の政治参加、男女雇用の平等の強化が指摘され、

そして社会保障制度面では、より包括的なセイフティー・ネットの構築などといった成果

をあげたことが指摘される。

  本稿は、ある種の分析モデルの適用可能性を提示するというよりも、韓国政治の動向を

丹念にトレースしようとするものであるが、特に評価できるのは以下の三点であろう。第

一に、金大中政権が、社会政策とぃう面では、IMFの外圧を利用しながら、そこから示さ

れた条件以上の内容を(IMFの外圧や真のOECD加盟国＝先進国になることを強調しな

がら）実現しようとしたことを析出した点。これは従来の韓国政治研究における金大中政

権論でも指摘されなかった点であろう。第二に、その過程を、新制度論に代わり、環境の

変化に対応するためのアイディアや言説に注目する言説制度論に依拠しながら説明しよう

とした点。大衆に向けられたコミュニケーション言説が重要な意味を持っ点は、後のノム

ヒョン政権、ひいては現在の北東アジアの諸政権に共通する現象であり、本稿のポテンシ

ヤルを感じさせる点でもある。第三は、多様な資料や記述に裏付けられた本稿がきわめて

豊富を内容を含んでいることである。これは、今後の筆者の研究の発展の可能性、ポテン

シャルを感得させるものである。

  しかし、本稿で議論が果たしきれていない面もある。第ーに、金大中の演説や発言など

に注目しているためであろうが、それへの反論、議論の過程という、（韓国政治における）

政治過程の特筆が十分に語られていないのではないかということがある。第二に、冒頭で

掲げられた比較政治経済学的な枠組みの検討、あるいは言説制度論などを、社会政策やジ

エンダー政策の分析における個々の叙述に、溶け込ませるようにして説明できていないの
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ではなぃかということがある。これは言説制度論を韓国に適用する場合の理論的検討の部

分に厚みをもたせるべきではなかったかということでもある。第三に、．従来の韓国政治研

究が抱えていた、儒教などの政治文化的説明を克服し、また同時に過度に理論化すること

を防ぐという問題についてどのように取り組んでいるかということである。周知のとおり、

韓国でも社会に内在する、いわば伝統的な対立軸を利用することによって、大衆向けのコ

ミュニケーション言説が広まり、それが政治に大きな影響を与えるようになっている。こ

れは、かっての政治文化に依拠する韓国政治論とも内容的に接点をもっものであり、これ

まで問題となってきた政治文化的説明と理論的説明の問をっむぐ可能性があるものである。

この点、惜しまれる点でもある。

  しかし、これらの点は本稿の意義を損なうわけではなく、むしろ今後の発展の可能性を

多様に示すものであるともいえる。特に、本稿の内容の豊富さは、今後の研究の展開の可

能性を感得させるものである。

  以上の点をふまえ、審査員一致して、本論文を合格とすることとした。（了）

- 15―


